
山形県消防補償等組合規約 

                              昭和27年1月23日 地第183号 

                             指令 山形県知事許可 

昭和30年 1月18日 指 令 地 第  174号 

昭和31年 8月31日 指 令 地 第  784号 

昭和34年 1月10日 指 令 地 第  717号 

昭和36年 7月24日 指 令 地 第10033号 

昭和38年 4月 1日 指 令 地 第 8657号 

改正  昭和39年 6月30日 指 令 地 第 5774号 

昭和39年 3月10日 指 令 地 第 1563号 

昭和41年 2月12日 指 令 地 第13949号 

昭和42年 9月18日 指 令 地 第 5364号 

昭和53年 5月 8日 指 令 地 第 1088号 

平成17年 3月15日 指令市町村第 71号 

平成20年 3月31日 指令市町村第102号 

 

（名 称） 

第１条 この組合は、山形県消防補償等組合という。 

（組合を組織する市町村） 

第２条 この組合は、県内の全市町村（以下「組合市町村」という。）をもつて組織する。 

 （組合の共同処理する事務） 

第３条 この組合は、次の各号に掲げる事務を共同処理する。 

 １、消防組織法（昭和22年法律第226号）に基づく非常勤消防団員に対する公務災害補償 

  及び退職報償金の支給に関する事務 

 ２、消防法（昭和23年法律第186号）に基づく消防作業に従事した者又は救急業務に協力 

  した者に対する損害補償に関する事務 

 ３、水防法（昭和24年法律第193号）に基づく水防作業に従事した者に対する災害補償に 

  関する事務 

 ４、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）に基づく応急措置の業務に従事した者に対 

  する損害補償に関する事務 

 ５、非常勤消防団員に対する賞じゆつ金の支給に関する事務 

 （組合の事務所の位置） 

第４条 この組合の事務所は、山形市松波四丁目1番15号山形県自治会館内に置く。 

 （議会の組織及び選挙の方法） 

第５条 組合の議会の議員（以下「議員」という。）の定数は１４人とする。 

第６条 議員は、当該選挙区内の組合市町村の長が互選した者をもつてこれに充てる。 



２ 前項の選挙区及び各選挙区域において選挙すべき議員の数は、次のとおりとする。 

 選挙区        選   挙   区   内             議員数 

第 一 区   鶴岡市、酒田市、新庄市、村山市、東根市、尾花沢市      ４ 人 

第 二 区   山形市、米沢市、寒河江市、上山市、長井市、天童市、南陽市  ３ 人 

第 三 区   飽海郡、東田川郡                      １ 人 

第 四 区   最上郡                           ２ 人 

第 五 区   東村山郡、西村山郡、北村山郡                ２ 人 

第 六 区   東置賜郡、西置賜郡                     ２ 人 

第７条 第6条第1項の規定により、議員の互選の期日及び場所、その他互選について必要な 

 事項は、組合長が、これを定め選挙の期日から少なくとも10日前に組合市町村の長に通知 

 しなければならない。 

第８条 議員の任期は、２年とする。但し補欠議員の任期は前任者の残任期間とする。 

２ 議員が、組合市町村の長の職を失つたときは、同時に組合の議員の職を失う。 

第９条 議員には、報酬を支給しないものとする。但し必要に応じ実費を弁償することがで 

 きる。 

第10条 組合の議会は、組合長をもつて議長とする。 

２ 組合長に事故があるとき、又は組合長が欠けたときは、副組合長が議長の職務を行う。 

３ 組合長及び副組合長に、ともに事故があるときは、仮議長を選挙し議長の職務を行わせ 

 る。 

４ 前項又は、第11条第2項の規定による選挙を行う場合において議長の職務を行う者がな 

 いときは、年長の議員が臨時に議長の職務を行う。 

 （組合長、副組合長等） 

第11条 組合に組合長及び副組合長各１人を置く。 

２ 組合長及び副組合長は、組合の議会において、議員が互選する。 

３ 組合長及び副組合長の任期は、２年とする。 

４ 組合長に事故があるとき、又は組合長が欠けたときは、副組合長が、その職務を代理す 

 る。 

５ 副組合長にも、事故があるとき、又は副組合長も欠けたときは、組合長の指定する職員 

 が、その職務を代理する。 

６ 組合に会計管理者を置き、組合長の補助機関である職員のうちから、組合長が命ずる。 

 （職員） 

第12条 組合に職員を置く。 

２ 前項の職員は、組合長が任免する。 

 （監査委員） 



第13条 組合に監査委員を置くことができる。 

２ 監査委員は、組合の議員中より組合長が組合の議会の同意を得て選任する。 

３ 監査委員の任期は２年とする。 

 （専門委員） 

第14条 組合に専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、組合の議員又は、学識経験者のうちから、組合長が選任する。 

 （費用弁償） 

第15条 組合長、副組合長、監査委員及び専門委員には、報酬を支給しないものとする。 

 但し必要に応じ実費を弁償することができる。 

 （組合の経費の支弁の方法） 

第16条 組合の経費は、次の収入で充てるものとする。 

 １、組合市町村分担金 

 ２、補 助 金 

 ３、その他の収入 

       附    則 

この規約は、公布の日から施行する。 

       附    則 

この規約は、昭和30年1月18日より施行する。 

       附    則 

この規約は、消防団員等公務災害補償責任共済基金法（昭和31年法律第107号）施行の日

から施行する。 

       附    則 

この規約は昭和34年4月1日から施行する。但し第5条及び第6条は、次の一般選挙から施行

する。 

       附    則 

この規約は公布の日より施行し昭和38年4月1日より適用する。 

       附    則 

この規約は昭和39年4月1日より適用する。 

       附    則 

この規約は昭和39年4月10日より適用する。 

       附    則 

この規約は昭和41年4月1日より適用する。 

       附    則 

この規約は昭和42年4月1日より適用する。 



       附    則 

この規約は、地方自治法第286条第1項の規定による知事の許可の日から施行する。 

      附    則 

 この規約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第286条第1項の規定による山形県知事の

許可のあつた日から施行する。 

       附    則 

 この規約は、地方自治法第286条第1項の規定による山形県知事の許可のあつた日から施行

する。 


